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１．福島第一原子力発電所における廃棄物の特徴

水処理二次廃棄物

○処理する目的や除去する放
射性物質に応じて様々な種類
の二次廃棄物が発生

○処理・処分実績が乏しい

瓦礫／伐採木等

○物量が多く、広範囲に分布

○樹木、土壌は処理・処分実績
が乏しい

○飛散・拡散による表面汚染が
主で、一部が滞留水を通じた
浸透汚染

土壌伐採木瓦礫

水処理
二次廃棄物

交換配管・
タンク等

汚染水

燃料デブリ／解体廃棄物

○物量が多く高線量物も多い

○燃料デブリ取り出し工法に応じ
て通常の原子力発電所とは異
なる廃棄物が発生する可能性

飛散・拡散

＊：放射化物、運転廃棄物由来のものが含まれる可能性がある。

１～３号機の炉心燃料を起源とした汚染＊

通常は汚染のない建屋や機器が汚染され、高線量廃棄物も発生

汚染水対策の設備・タンクを設置するために伐採木や二次廃棄物が発生

水処理装置
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第３期
廃止措置終了までの期間

第２期
燃料デブリ取り出しが開始されるまでの期間

2013年12月 2021年12月 2041年～2051年

2011年12月に策定された目標

2011年12月

デブリ（語源:フランス語）
直接の意味は「破片・瓦礫」
燃料デブリは、燃料と燃料を覆っていた金属の被覆
管などが溶け、再び固まったものを指します。
宇宙空間に漂うゴミなどは「スペースデブリ」と呼
ばれています。

第１期
使用済燃料プール内の燃料
取り出し開始までの期間

保管／搬出燃料取り出し燃料取り出し
設備の設置

瓦礫撤去、除染

使用済燃料プール
からの燃料取り出し

燃料デブリ※

取り出し

原子炉施設の解体等

保管／搬出燃料デブリ取り出し止水、水張り建屋の除染、漏えい箇所調査

解体等
設備の設計

・製作
シナリオ

・技術の検討

4号機の燃料取り出し
完了（2014年12月
22日）

安定化に
向けた取組

建屋カバー（コン
テナ）、燃料取扱
機の設置など．

３号機のイメージ

１号機はカバーの解
体へ向けて準備中．
２号機は建屋内の除
染や遮へいのための
調査を実施中．
３号機は燃料取り出
し用カバー設置へ向
け、燃料プール内の
ガレキ撤去を完了．

除染
ﾛﾎﾞｯﾄ

４号機の実施状況

クレーン

防護柵 モジュール

取り出した燃料は、
共用プールへ移動・
保管します．
その後、乾式のキャ
スクに移し、敷地内
の保管施設にて一時
保管を行います．

原子炉建屋等の除染を行うロボット
の開発を進め、現在実機にて実証試
験を行っています．
格納容器の漏水箇所を調査するロボ
ットの開発も合わせて進めています．

格納容器

搬出

燃料デブリ収納缶 作業台車

カメラ、切断、
掘削、把持、
吸引装置

格納容器

搬出

燃料デブリ収納缶 作業台車

カメラ、切断、
掘削、把持、
吸引装置

溶けた燃料を安全に取り
出すため、遮へい効果の
ある「水」で満たす事が
必要で、重要な作業です．

専用の取り出し装置を開発し、
燃料デブリを取り出します．
海外の知見などの叡智を結集
し、実施に向けた検討を行っ
ています．

燃料デブリは専用の収
納缶に収められる予定
ですが、その後の保管
方法などについて、現
在検討中です．

廃止措置に向けた作業ステップの概略

２．廃止措置等に向けたロードマップ（全体イメージ）

ﾄｰﾗｽ室

貫通部

貫通部

圧力容器

格納容器

使用済み
燃料プール

水張り

燃料デブリ
圧力容器

格納容器

使用済み
燃料プール

漏えい

タービン建屋

漏えい

燃料デブリ燃料デブリ除染装置
（遠隔）

＜最近のトピックス＞
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３．震災以降の廃棄物発生状況

分類 保管場所 保管方法
エリア境界
空間線量率
（mSv/h）

保管量※1

ガ
レ
キ

屋外集積
（0.1mSv/h以下）

Ｃ 屋外集積 0.01未満 55,200 ｍ3

Ｆ 屋外集積 0.01 5,700 ｍ3

Ｊ 屋外集積 0.02 300 ｍ3

N 屋外集積 0.01 300 ｍ3

Ｏ 屋外集積 0.02 26,200 ｍ3

Ｐ 屋外集積 0.01未満 12,600 ｍ3

Ｕ 屋外集積 0.01未満 700 ｍ3

シート養生
（0.1～1mSv/h）

Ｄ シート養生 0.01 2,600 ｍ3

Ｅ シート養生 0.06 7,000 ｍ3

Ｐ シート養生 0.01未満 0 ｍ3

Ｗ シート養生 0.03 21,000 ｍ3

覆土式一時保管施設、
仮設保管設備、容器
（1～30mSv/h）

Ｌ
覆土式一時保管施

設
0.01未満 11,400 ｍ3

Ａ 仮設保管設備 0.35 100 ｍ3

Ｅ 容器 0.01未満 200 ｍ3

Ｆ 容器 0.01 600 ｍ3

Ｑ 容器 0.12 5,700 ｍ3

固体廃棄物貯蔵庫
固体廃棄物

貯蔵庫
容器 0.03 5,700 ｍ3

合計（ガレキ） 155,300 ｍ3

伐
採
木

屋外集積
（幹・根・枝・葉）

Ｈ 屋外集積 0.01 15,600 ｍ3

Ｉ 屋外集積 0.01 10,500 ｍ3

Ｍ 屋外集積 0.01 38,500 ｍ3

Ｖ 屋外集積 - 0 ｍ3

一時保管槽
（枝・葉）

Ｇ 伐採木一時保管槽 0.01未満 7,300 ｍ3

Ｔ 伐採木一時保管槽 0.01 11,100 ｍ3

合計（伐採木） 83,000 ｍ3

Q

D固体廃棄物貯蔵庫

L C

A

A・B

I

G
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４．現在の瓦礫類保管方法
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2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027

年度

物
量
（
m
3
）

金属くず（5μSv/h未満） コンクリートくず（5μSv/h未満） 撤去タンク片

大型金属・機器類 車両 汚染土

既設固体庫廃棄物 可燃物 樹脂

タンク以外の水処理廃棄物 金属くず（5μSv/h以上） コンクリートくず（5μSv/h以上）

※建屋・タンク等を含む既存の設備は設置したままの前提

③

②

①

■■①資源化対象物 ：表面線量率5μSv/h未満の瓦礫等（青）、撤去タンク片（赤）

■ ②減容済みの瓦礫等：車両、大型機器類、既設保管施設で保管されている廃棄物等

■ ③減容対象物 ：表面線量率5μSv/h以上の瓦礫等

５．瓦礫等発生量の集計

屋外保管の瓦礫等やタンクリプレースに伴い発生するタンク片等を工事件名別に集計※

デブリ取出開始数年後の2027年度までに発生する累計の瓦礫等は、約56万m3
屋外保管の瓦礫等やタンクリプレースに伴い発生するタンク片等を工事件名別に集計※

デブリ取出開始数年後の2027年度までに発生する累計の瓦礫等は、約56万m3
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６．固体廃棄物の保管・管理の進め方

固体廃棄物については，保管管理を行う上では，敷地内の有効利用，管理のしや
すさ，処理・処分の負荷を低減する観点等から，発生量をできるだけ少なくする
ことが重要。
このため，次の優先順位に従った発生量低減対策により継続的に廃棄物発生量の
低減を図っていく。

① 持込抑制…敷地内に持ち込む梱包材や資機材等を極力持ち込まない
② 発生最小化…持ち込んだ物品の汚染管理や分別を適切に行うことにより，最終的

に廃棄物となる物量を出来るだけ少なくする。
③ 再使用（リユース）
④ 再生利用（リサイクル）

それでもなお発生する廃棄物に対しては，廃止措置に向けた取組を円滑に進める
ため，一時保管エリアを確保し，安全を最優先としながら保管対策を継続する。
さらに，今後は減容処理を行い，適切な遮へい及び飛散抑制対策を施した恒久的
な保管施設を計画的に導入し保管の適正化を図っていく。
多核種除去設備等による処理後に発生する高性能容器（HIC）をはじめとする水
処理二次廃棄物や，初期の淡水化処理により発生した濃縮廃液については，保管
設備の経年劣化や放射性物質の飛散・漏えい，可燃性ガスの発生等のリスクに十
分配慮した管理を行い，必要に応じて腐食抑制対策や管理環境の改善，廃棄物容
器の品質管理といった対策を講じる。
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低線量
減容施設

高線量
減容施設

既設/第9棟
保管施設

シート養生

1mSv/h

30mSv/h

既設固体庫

今後発生する瓦礫類

資源化対象物として保管

1mSv/h～

第10棟以降
保管施設

ごく低線量

【瓦礫類一時保管】

0.005～1mSv/h

撤去タンク片

分別0.1mSv/h

屋外集積

コンテナ保管

覆土式一時保管施設

分別
～0.005mSv/h

線量区分

分別

減容 減容

線量別に一時保管している瓦礫等を分別・減容し、既設・新設保管施設に保管

ごく低線量の金属・ｺﾝｸﾘｰﾄや撤去タンク片については、資源化対象物として保管

線量別に一時保管している瓦礫等を分別・減容し、既設・新設保管施設に保管

ごく低線量の金属・ｺﾝｸﾘｰﾄや撤去タンク片については、資源化対象物として保管

７．瓦礫等の減容処理（１/３）
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コンクリートくず

粗破砕

鉄筋除去

再破砕

金属くずとして保管
コンクリートくずとして

保管

リサイクル

鉄筋部分
コンクリート部分

再生コンクリート

路盤材

目標値：50%減容

減容処理 資源化のイメージ

７．瓦礫等の減容処理（２/３）
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７．瓦礫等の減容処理（３/３）

金属くず

インゴットとして保管

リサイクル
（鋳造品）

遮へい体

切 断

表面洗浄

ブラスト

選別（磁選機）

貯蔵容器

溶 融

インゴット

鉄
系
金
属

鉄
系
金
属

非鉄系金属目標値：50%減容

金属くずとして保管

減容処理 資源化のイメージ
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８．瓦礫等の保管・処理のイメージ

平成26年４月報告内容（福島第一原子力発電所の固体廃棄物保管に関する中長期計画（案）について）
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９．可燃物の減容処理

2015年度設置予定の焼却炉では，使用済保護衣等の焼却可能な
ものの処理を行っていく計画である。

現在建設中の焼却炉の設備概要
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１０．可燃物の保管・処理のイメージ

平成26年４月報告内容（福島第一原子力発電所の固体廃棄物保管に関する中長期計画（案）について）
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１１．固体廃棄物の恒久的な保管施設への保管

固体廃棄物貯蔵庫第9棟の建屋イメージ 固体廃棄物貯蔵庫での保管イメージ

減容処理を行った固体廃棄物は，順次適切な遮へい及び飛散抑制
対策を施した恒久的な保管施設へと保管していく。
2017年度設置予定の固体廃棄物貯蔵庫第9棟※は200リットルド
ラム缶を約110,000本相当保管できる規模の保管施設である。

※福島第一原子力発電所には事故以前に固体廃棄物貯蔵庫第1棟から第8棟までが設置されている。
なお，固体廃棄物貯蔵庫第1棟から第8棟までの総保管容量は，200リットルドラム缶約284,500
本相当。
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１２．まとめ

固体廃棄物については，まず，その発生量を低減することが重要で
あり，現場の状況に応じて現実的な持込抑制，再使用，再生利用等
を行っていく。
その上で発生する多種多様な固体廃棄物をより適正に保管するため
に，減容処理を行う焼却炉の設置（2015年度）や固体廃棄物貯蔵
庫第9棟の設置（2017年度）など，固体廃棄物貯蔵施設・減容施
設の整備を引き続き実施していく。
当面10年程度に発生する固体廃棄物の物量予測を行い，固体廃棄
物の発生抑制と減容を図った上で，一時保管エリアにおける保管や
遮へい・飛散抑制機能を備えた施設の計画的な導入，継続的なモニ
タリングによる適正な保管を前提とした保管管理計画を2015年度
内に策定する。


